チャランケ通信　第134号　2016年5月7日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　5区補欠選挙、問題は民進党の「選挙互助会的」性格への不信では
北海道5区の衆議院選挙の補欠選挙の結果は、残念ながら野党の統一候補の勝利とはならなかった。とはいえ、やはり善戦したことは間違いなく、安倍政権に対抗するためには、野党側がまとまって戦う必要性は大きいことを教えてくれたと言えよう。さらに言えば、有権者の中には、野党側というよりも民進党のなかに、安全保障問題や行政改革問題・原発問題に対する政策の大きな違いを危惧する人たちも多く、かつてそうした政策面での不一致がありながら、政権だけを目的に一致させてきた選挙互助会的性格を強めた民主党の政権交代までの流れを知っているだけに、市民運動まで巻き込んだ野党の統一候補への熱い思いが、今一つ盛り上がらなかったのかもしれない。今後の、政党内や政党間の論議の行方を、しっかりと注意深く見ていく事にしたい。
　日銀の金融政策への不信増大へ、アベノミクスの失敗の象徴だ
　前号で指摘したように、前回のFRBの金融政策決定会合では、追加利上げをせず現状維持となったし、日銀もFRBに追随するかのように、これまた現状維持となり、大きな政策の見直しは為されなかった。それ以上に、アメリカ政府が日本を為替操作国として名指しで円安政策を批判してきたこともあり、為替相場は大きく動き、円ドルレートは一気に5円以上値上がりし、その後小幅ながら下がりつつあるものの、株式相場も下落するなど停滞感が充満したままゴールデンウイーク明けを迎えようとしている。間違いないことは、国際的にも金融政策には手詰まり感が漂い始めたようだ。それでも、日銀の黒田総裁は強気の姿勢を崩していないが、2%のインフレ目標達成の時機を4度も変更せざるを得ないなど、日銀の金融政策への信頼は殆ど地に落ちてしまった感が深い。むしろ、日銀の異次元の金融緩和からの脱却を求める専門家・エコノミストの声が強まってきたように思われるのだが、アベノミクスの失敗にもつながるだけに、それをあからさまに指摘する声は残念ながらまだ弱々しいようだ。
総理は衆参同時選挙を諦めていない、改憲勢力確保こそ狙い
　安倍総理は、G7サミットの議長国の主催者として、連休中にヨーロッパ各国を歴訪し、財政政策重視で一致させたい意欲はありありなのだが、ドイツのメルケル首相との会談では合意が得られなかったようだし、イギリスのキャメロン首相もあまり乗り気ではなさそうだとの観測が流れている。恐らく、総理の頭の中には熊本の災害復旧を中心に、参議院選挙前には大型の補正予算を組み、野党側の災害復旧への賛成を当て込んで成立させていく事を企画しているのだろう。連休明け以降、一気に参議院選挙へと政局は流れていく事が予想され、当初色々と懸念されていた衆参同時選挙は遠のいたのでは、と多くの政治関係者の間では見られている。だが、政治は何が起こるかわからないのが実情であり、熊本・大分の地震災害があるからと言って参議院選挙が無くなるわけではないし、衆参同時選挙も出来ない根拠にはなるまい。衆参両院での3分の2の議席を確保することにより、一気に憲法改正を実現させていく野望を諦めていない、と見ておく必要がありそうだ。
消費税引き上げ延期の可能性大、北京で高村副総裁発言へ
　そうした中で、気になるのが来年4月に延期されている消費税の8%から10%への引き上げである。2014年10月に引き上げることを延期した際、次回は必ず引き上げると約束し、リーマンショックや東日本大震災に匹敵するような大災害が起きない限り延期することはありえない、とまで明言してきたことを忘れることは出来ない。ただ、その言葉に対して、5日北京で自民党の高村副総裁が、景気はリーマンショックまでとはいかないが世界的に不況が続き、災害は東日本大震災とまでいかないが熊本地震は大きな被害をもたらしており、両方合わせて一本だ、と消費税の引き上げ延期をぶち上げている。安倍総理自身は、サミットが終われば財政政策重視へと舵を切ることは確実で、補正予算と並んで消費税の引き上げ延期を打ち出してくることは十分に考えられる。
　無責任な政治が蔓延、この責任は誰が取るのか、取れるのか
　問題は、こうして消費税の引き上げが色々な理屈をこねながら延期されることによって、必要とされる社会保障財源が制度的に担保されなくなることであり、少子高齢社会のもとで保育予算や介護予算など、財源で大きく拡充が求められているにもかかわらず、ひたすら赤字国債に頼って何の手当もされないまま推移していく事こそ大問題であろう。やがて赤字国債の累積がますます巨額化しており、今は日銀のマイナス金利で以て力ずくで以て金利負担を押さえつけているから問題が顕在化しないわけで、異常な金融政策がもたらしているマグマは何時かは爆発することは必至である。選挙を抱えた政治家・政党は、短期的には消費税の引き上げを延期する事で国民から批判されることはなく、ツケを将来に残したとしても直ちに咎められることはないわけで、無責任な政治がはびこっていることを示しているのだ。これもまた、ポピュリズムの一つの現れなのであろう。
共に少子・高齢社会へ、国民負担率低い日本・韓国の直面する現実
　さて5日のこどもの日、少子化問題に触れた新聞記事が多く目についた。そうした中で、お隣の韓国の出生率が日本以上に低いことが問題になっており、2人以上生むことをスローガンにして出生率引き上げを目論んでいるのだが、成果は上がっていないという。韓国と日本、良く調べてみると、国民負担率(税と社会保険料のGDPに占める割合)がOECD33カ国の中で極めて低く、2012年の数値で日本は30,1%と27位、韓国は26,2%で29位という状態にある。これでは社会保障や教育に掛ける予算は極めて不十分であり、国民の生活や将来不安は高まっていることが窺い知ることができる。特に、日本は高齢化比率は25%を超え世界で一番高齢社会に突入しているわけで、とても少子化対策や若者支援に回せる財源は出てこないのだ。とりわけ、租税負担率は23,2%と最下位から3番目に低く、租税を国民から徴収できなくなっている姿が痛々しいし恥ずかしい。税だけで賄われてきた教育や保育のレベルが大きく落ち込んでいるのもムベなるかな、というところだろう。まさに、「日本は死ね」と言われているのに等しい状態になりつつある。
政策大転換を早急に、供給サイド重視から需要サイド重視へ
　いままさに政策の大転換を図らなければ、この国の将来は本当に危ういところにまで来ている。企業や経営者陣営にとっては、雇用を不安定化させ、労働者の人件費を引き下げ、利益を増加させることは「道理」にかなったことなのかもしれない。しかし、日本社会全体で見てみると、その結果は将来の生活不安につながり、結婚できないか結婚したとしても子供を産み育てられる展望が出てくることも無いわけで、結果として内需の拡大が落ち込み、日本社会は人口減の下で活力を失い、到底世界に伍していける状態にはならないのだ。
経済政策を大きく転換させ、サプライサイド重視の経済政策から転換させ、国民の生活を重視したディマンドサイドの経済政策へと切り替えるべき時に来ているのだ。その為には、先ず経営側に雇用における安定を求めながら、政府に対しては国民に租税負担を求めつつ少子化対策や教育、医療・介護といった国民が一番充実させてほしいと思っている課題に対して、必要な財源を投入していく必要があることだろう。そのことによって、国民の生活の安定が図られる事こそが、経済の安定化にも通ずる道でもあるのだ。
サンダース候補の戦い、こんな勇気ある政治家こそ必要な日本
最近、アメリカの大統領候補の予備選挙で戦っているサンダース候補の演説を、ユーチューブで見る機会があった。字幕が日本語で書かれているもので、今でも見ることが可能である。そこで指摘していることは、先日この通信で紹介したスティグリッツ教授の『これから始まる「新しい世界経済」の教科書』に書かれていたこととほとんど同じことを有権者に向かって語っている事実であった。実に多くの国民、とりわけ若者の心をとらえていることを知ることができる。ヒラリー・クリントンがアメリカのウォールストリートを中心にした経済界から多くの献金を受けていることや、ゴールドマン・サックスから2人も財務長官に就任し、そして再び経済界に舞い戻って行く『回転ドア』という事実を紹介し、痛烈に批判している。まことに、清々しい戦いを展開しており、その発言は多くの国民の心をとらえ続けているようだ。現に、直近の予備選挙でも勝利をしている。

日本でも、こうした勇気のある政治家が多く輩出して欲しいものだ。来たるべき参議院選挙、そのことも注目してみて行きたい。
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